社会福祉法人米原市社会福祉協議会福祉団体等活動推進補助金交付要綱
（目的）

第１条　社会福祉法人米原市社会福祉協議会（以下「本会」という。）は、米原市において地域に根ざした福祉活動ならびにボランティア活動を推進し、市内のまちづくりや、住民の社会福祉向上に貢献する活動団体・ボランティアグループ等（以下「団体等」という。）の自主的かつ自発的な事業・活動に要する経費に対して、予算の範囲内において補助金を交付する。

（交付の対象）

第２条　この補助金は次に掲げる団体等に対し交付するものとする。ただし、下記団体等のメンバーは、家族（配偶者もしくは３親等以内の親族）以外を含めた者で構成することを要件とする。また、本会地域福祉活動補助金交付要綱に規定する小地域福祉委員会等および自治会は対象としない。

　　　　（１）市内全域をもって構成する団体等

　　　　（２）旧町単位をもって組織する団体等
（３）自治会内に在住するメンバーで構成するが、自治会を超えて活動する団体等。ただし、（１）、（２）に該当する上部組織を持つ団体は認めない。

　　　　（４）その他、本会会長が適当と認めた団体等
（補助対象期間）

第３条　この補助は、当該年度の４月１日から３月３１日の間に実施する活動を対象とする。

（補助金の種類及び金額）
第４条　補助金の種類は下記の通りとする。
（１）団体・グループ活動補助金
ボランティアグループ補助金については、下記を基準に補助を行う。
	１．基本額 
	グループ所属者のボランティア活動保険加入者数
①２～９人　　２，０００円
②１０人以上　５，０００円

	２．加算額
（ボランティア活動の実施）
	１回５００円×活動回数　限度額：１５，０００円

	３．補助対象経費
	限度額：７,５００円


　　　　※子ども食堂・学習支援開催補助金との重複申請は認めない。

※同一団体実施による地域お茶の間創造事業との重複申請は認めない。
（２）子ども食堂または学習支援開催補助金
　　　　　　子ども食堂または学習支援開催補助金については、下記を基準に補助を行う。
	補　助　額
	算出方法：１，０００円×回数　限度額：１５，０００円
※新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、通常開催する子ども食堂または学習支援を中止し、代替として子ども食堂または学習支援参加対象者全体の１／３程度以上を目安にした訪問（電話による訪問を含む）・配食活動を対象とします。


　　　※団体・グループ活動補助金との重複申請は認めない。

※同一団体実施による地域お茶の間創造事業との重複申請は認めない。
（３）新規事業実施補助金
新規事業実施補助金については、下記を基準に補助を行う。
	補　助　額
	○毎年度３団体まで
○１年目：３団体総額３０万円
２年目：３団体総額１５万円
３年目：３団体総額１０万円
○総事業費の３／４を上限とする。


　　　　（４）居場所継続支援補助金
　　　　　　　居場所継続支援補助金については、下記を基準に補助を行う。
	補　助　額
	○毎年度５団体まで
○限度額：５０，０００円

○補助率：総事業費の３／４を上限とする。
〇補助対象：備品整備や修繕の費用


　　　　※過去５年間居場所を毎月実施している団体に限る。
※過去５年から現在までで地域お茶の間創造事業補助金を受けている団体は除く。
※同一団体で複数回申請できるが、補助総額は限度額以内とする。

（補助金交付申請及び請求）
第５条　補助金を受けようとする団体等の代表者は、第４条（１）の補助金については、福祉団体等活動推進補助金交付申請書兼請求書（様式第１号・ボランティアグループにおいては、様式第１号－３）に次に掲げる（１）～（５）の書類を添えて、事業当該年度の５月末日までに本会会長に提出するものとする。ただし、第４条（３）の補助金については、福祉団体等活動推進補助金交付申請書兼請求書（様式第１号・ボランティアグループにおいては様式第１号－３）、福祉団体等活動推進補助金（新規事業の実施補助）事業計画書（様式第１号－２）に次に掲げる（１）～（５）の書類を添えて、６月末日までに本会会長に提出するものとする。また、第４条（４）の補助金については、福祉団体等活動推進補助金交付申請書兼請求書（様式第１号・ボランティアグループにおいては様式第１号－３）、福祉団体等活動推進補助金（居場所継続支援補助）事業計画書（様式第１号－４）に次に掲げる（１）～（５）の書類を添えて、６月末日までに本会会長に提出するものとする。
　（１）ボランティアグループ名簿（様式第２号）
　（２）事業計画書（ボランティアグループにおいては様式第３号を使用）
　　　（３）収支予算書（ボランティアグループにおいては様式第４号を使用）
　　　（４）会則・規約など
　　　（５）初めて申請する団体は、当補助金で使用する以外の経費がわかる事業全体の事業計画書および収支予算書
（補助金の交付決定及び通知）

第６条　本会は、前条の申請があった場合においては、総務地域福祉委員会において以下の項目を勘案し、当該申請書の審査及び必要に応じて調査等を行い、適当と認めたときは、福祉団体等活動推進補助金交付決定通知書（様式第８号・ボランティアグループにおいては様式第８号－１）により通知するものとする。
　　　　（１）住民の社会福祉向上に対する活動の公共性および貢献度。

　（２）社会福祉向上のため、既存の活動以外に新しい活動を展開しようとしているもの。
（３）前年度の実績。
　２　本会会長は、補助金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、概算払いにより交付することができる。
（変更の届出）

第７条　補助金を受ける団体等の代表者は、次の各号の一に該当する場合には、福祉団体等活動推進補助金変更届出書兼請求書（様式第９号・ボランティアグループにおいては様式第９号－１）を本会に届出なければならない。
　　　　（１）事業の内容を変更（軽微な変更を除く。）する場合には本会会長の承認を受けなければならない。

　　　　（２）事業を中止し、又は廃止する場合には、会長の承認を受けなければならない。
（３）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合においては、本会会長に報告し、その指示を受けなければならない。

　
（事業実績報告書の提出）

第８条　この補助金に係る事業が完了したときは、事業完了後１カ月以内または翌年度の５

月末日のいずれか早い日までに、第４条（１）の補助金については、福祉団体等活動推進補助金実績報告書（様式第５号）に次に掲げる（１）～（３）の書類を添えて、本会会長に報告しなければならない。ただし、第４条（３）の補助金については福祉団体等活動推進補助金実績報告書（様式第５号）に加え、福祉団体等活動推進補助金（新規事業の実施補助）事業報告書（様式第５号－２）により本会会長に報告しなければならない。また、第４条（４）の補助金については福祉団体等活動推進補助金実績報告書（様式第５号）に加え、福祉団体等活動推進補助金（居場所継続支援補助）事業報告書（様式第５号－３）により本会会長に報告しなければならない。
　　　　（１）事業報告書（ボランティアグループにおいては様式第６号を使用）
　　　　（２）収支決算書（ボランティアグループにおいては様式第７号を使用）
　　　　（３）その他、活動の内容がわかる資料（発行物・写真など）
（事業内容の公開）
第９条　本会会長は、補助事業の内容について、本会または本会が認める団体が作成する広報物、ウェブサイト等で公開するほか、本会会長が適当と認めた関係機関へ情報提供することができる。

付則　この要綱は、平成１８年　４月１日から施行する。

付則　この要綱は、平成２１年　４月１日から施行する。

付則　この要綱は、平成２２年　４月１日から施行する。
付則　この要綱は、平成２４年１０月１日から施行する。
付則　この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。
付則　この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。
付則　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
付則　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

付則　この要綱は、令和５年４月１日から施行する。
